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お知らせします　市の財政状況

令和元年度決算状況

一般会計決算概要

　令和元年度は「第６次青梅市総合長期計画」の７年目として、「まちの将来像」の実現に向け、計画事業を着実に推進するとともに、事業の廃止や縮減、統合を進め、

「持続可能な財政運営の確立」を目指してきました。また、「青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けられた各施策に取り組んできました。一般会計の決

算額は、前年度に比べ、歳入は０．８％の増加、歳出は１．０％の増加となりました。

市では、年２回、財政状況の公表を行っています。今回は、令和元年度決算状況と令和２年度上半期（４月～９月）予算執行状況等についてお知らせします。

問い合わせ　財政課

歳入

　歳入決算額５１８億５，７０５万円の内訳は、市民の皆さんに納

めていただいた市税が１９７億３,５４６万円余で、歳入全体の約

３８％となりました。

　このほか国、都からの支出金が１７３億１，０５５万円、地方交

付税が３４億６，７５５万円、市債が２４億３，２４５万円などとな

りました。前年度と比較すると、市税は、個人市民税や固定資産税

が増加となったものの、法人市民税や市たばこ税の減により、０．

５％、１億６０１万円の減となっています。

　また、国や都の支出金は、国が、児童手当負担金などが減となっ

たものの、社会資本整備総合交付金の増などにより、前年度に比

べ１６．６％増、都が、総合交付金などが減となったものの、子ど

ものための教育・保育給付費負担金の増などにより、前年度に比

べ４. ５％の増となっています。地方交付税は、５億４，０７８万

円の増、諸収入は、モーターボート競走事業収入の増などにより、

３億７，５２５万円の増となりました。

歳出

　歳出決算額５１０億１，５２５万円の内訳は、民生費が２５４億６，２６６万円で、歳出全体に占める割合は４９．９％となり、続いて、総務費が

５１億６，７５６万円で１０．１％、教育費が４８億４，８４５万円で９．５％、衛生費が４７億４，３２０万円で９．３％、土木費が３５億６，６６０万円で７．０％

などとなっています。前年度と比較すると、教育費が、文化交流センター建設経費の減などにより７億７，８５０万円の減となりました。また、衛生費は、し

尿処理施設整備経費の減などにより３億１，３７７万円の減となっています。一方、民生費が、民間保育施設費助成経費の増などにより１２億４，９３０万円の

増となったほか、総務費も、退職手当の増などにより３億８，２４１万円の増となっています。

歳入

518 億 5,705 万円

前年比 4億 3,690 万円増

民生費
254 億 6,266 万円（49.9%）

前年比 12 億 4,930 万円増

総務費
51億 6,756 万円（10.1%）

前年比 3億 8,241 万円増

教育費
48億 4,845 万円（9.5%）

前年比 7億 7,850 万円減

衛生費
47億 4,320 万円（9.3%）

前年比 3億 1,377 万円減

土木費
35億 6,660 万円（7.0%）

前年比 3億 222 万円増

公債費
30億 5,770 万円（6.0%）

前年比 1億 6,166 万円減

消防費
17億 7,849 万円（3.5%）

前年比 2,422 万円増

その他
23億 9,059 万円（4.7%）

前年比 1億 8,270 万円減

歳出

510 億 1,525 万円

前年比 5億 2,152 万円増

扶助費

177 億 1,262 万円（34.7%）

前年比 4億 8,090 万円増

高齢者や障害者、児童、生

活困難者への援助などにか

かる費用

物件費

76億 6,430 万円（15.0%）

前年比 4億 3,795 万円増

賃金、旅費、委託料、賃借

料など

人件費

67億 2,212 万円（13.2%）

前年比 1億 4,705 万円増

職員給与、議員報酬、各種

委員報酬など

繰出金

60億 4,038 万円（11.8%）

前年比 1億 7,085 万円増

国民健康保険特別会計・下水道事業特別会計

への繰出金など

投資的経費

28億 8,942 万円（5.7%）

前年比 4億 6,908 万円減

道路・河川の改良工事、環境衛生

施設や学校、社会教育施設の建

設・整備工事などにかかる費用

補助費等

56億 2,892 万円（11.0%）

前年比 1億 4,330 万円増

各種団体などに対する助成金、西多摩衛生

組合等の一部事務組合への負担金など

公債費

30億 5,770 万円（6.0%）

前年比 1億 6,166 万円減

市債（借入金）の元金・利子の償還にかかる費用

その他

12億 9,979 万円（2.6%）

前年比 2億 2,779 万円減

積立金、投資および出資金、

貸付金、維持補修費

歳出（性質別）

510 億 1,525 万円

前年比 5億 2,152 万円増

主な施策

費目 内容

総務費
電気自動車の導入（２，２６１万円）、オリンピック・
パラリンピック気運醸成事業（２，０８２万円）、ふる
さと納税の促進（１，２２１万円）

民生費
プレミアム付商品券の販売（７，５５１万円）、母子家
庭等自立支援給付金の支給（１，８４１万円）、高齢者
温泉保養施設利用助成事業の拡充（９７６万円）

衛生費
容器包装プラスチック処理ライン設置工事等（６，
３１９万円）、樹林墓地等整備工事および供給開始（２，
１０４万円）、出産・子育て応援事業（６１９万円）

農林水産業費 多摩森林再生推進事業（７，４３７万円）、新規就農者
定着支援事業補助（１，１５８万円）

商工費 商店街等活性化事業等への補助（１，７００万円）、観
光戦略創造プロジェクト事業（１，６４２万円）

土木費 青梅の森保全事業（１，２５７万円）、住宅マスタープ
ランの策定（４５６万円）

消防費 消防施設の整備（４５５万円）

教育費
放課後子ども教室推進事業（２，００２万円）、学力向
上対策事業（１，３３５万円）、学校給食センター施設
整備基本計画の策定（９２４万円）

各会計の決算状況

会計名 収入 対前年度比 支出 対前年度比

一般会計 ５１８.６億円 ０．８％ ５１０.２億円 １．０％

特別会計 ３１１.１億円（６１．１億円） △０．６％ ３０７.７億円 △１．２％

国民健康保険 １４３．３億円　（１６．８億円） △２．４％ １４１．８億円 △３．０％

下水道事業 ３８．４億円（１３．３億円） △８．５％ ３６．９億円 △１２．２％

後期高齢者医療 ３２．２億円　　（１６．５億円） ４.９％ ３２．２億円 ５.１％

介護保険 ９７．２億円（１４.５億円） ４.０％ ９６．８億円 ４．５％

モーターボート競走
事業会計（企業会計） ５２３．２億円 ２２．８％ ５１５．１億円 ２３.０％

収益的収支 ５２３．２億円 ２２.９％ ５１２．１億円 ２２.７％

資本的収支 ０億円 皆減 ３．０億円 ９６.３％

病院事業会計（企業会計） １７５．１億円 （７.７億円） １．２％ １９２．０億円 ７．２％

収益的収支 １６９．７億円 （７.１億円） １．５％ １７１．５億円 ４.９％

資本的収支 ５．４億円 （０.６億円） △７.１％ ２０．５億円 ３１．４％

※収入の（　）内は、一般会計からの繰出金です。
※�モーターボート競走事業会計および病院事業会計の資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金等で補て

んしました。
※�特別会計の下水道事業会計は、令和２年度から公営企業会計を導入することに伴い、令和元年度決算を

令和２年３月３１日で打ち切りました。

各種交付金
32億 8,570 万円（6.3%）

前年比 2,047 万円減

国 ･都支出金

173 億 1,055 万円 (33.4%)

前年比 17 億 2,769 万円増

市税
197 億 3,546 万円（38.1%）

前年比 1億 601 万円減

その他
45億 5,028 万円（8.7%）

前年比 8億 1,135 万円減

地方交付税
34億 6,756 万円 (6.7%)

前年比 5億 4,078 万円増

市債
24億 3,245 万円（4.7%）

前年比 12 億 1,993 万円減

繰入金
10億 7,505 万円（2.1%）

前年比 3億 2,619 万円増



（５） ． ． 広報おうめ
The website of Ome City Government is also available in: English, Mandarin, Cantonese, Korean, Spanish and German.
La página web del Ayuntamiento de Ome está disponible también en: inglés, mandarín, chino cantones, coreano, español y ａlemán.

【English】
【Español】

青
おうめし

梅市ホームページは英語・スペイン語・中国語・韓国語・ドイツ語でも閲
えつらん

覧できます。
保険・年金・税金特集

予算現額 収入済額

予算現額 収入済額

２ １２ １５

市税

歳出

新
築
・
増
築
し
た
場
合

　

市
で
は
、
令
和
３
年
度
固

定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

税
額
を
算
定
す
る
た
め
、
新

築
ま
た
は
増
築
さ
れ
た
家
屋

の
調
査
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

令
和
２
年
中
に
新
築
・
増

築
し
た
、す
べ
て
の
家
屋｟
住

宅
、
店
舗
、
工
場
、
車
庫
、

物
置
等
｠
が
対
象
と
な
り
ま

す
。
建
築
確
認
を
申
請
し
て

い
な
い
小
規
模
な
増
築
、
物

置
や
サ
ン
ル
ー
ム
の
設
置
な

ど
も
、
課
税
の
対
象
と
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
連

絡
く
だ
さ
い
。

※
建
築
確
認
を
申
請
し
て
い

る
場
合
、
連
絡
の
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

家
屋
を
取
り
壊
し
た
場
合

　

家
屋
｟
住
宅
、
店
舗
、
工

場
、
車
庫
、
物
置
等
｠
の
全

部
ま
た
は
一
部
を
取
り
壊
し

た
方
は
、
所
有
者
の
住
所
・

氏
名
・
家
屋
調
査
済
証
に
記

載
さ
れ
た
番
号
｟
不
明
な
場

合
は
、
所
在
地
番
・
種
類
・

構
造
・
床
面
積
等
｠
を
ご
連

絡
く
だ
さ
い
。
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い
合
わ
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資
産
税
課
家

屋
係

新
築
・
増
築
の
調
査
に
ご
協
力
を

償

却

資

産

の

申

告

償
却
資
産
に
は
固
定
資
産
税

が
課
税
さ
れ
ま
す

　

令
和
３
年
１
月
１
日
現

在
、
市
内
に
償
却
資
産
を
所

有
し
て
い
る
方
は
、
３
年
２

月
１
日
ま
で
に
資
産
税
課

｟
市
役
所
１
階
｠
へ
の
申
告

が
必
要
で
す
。

　

課
税
対
象
と
な
る
償
却
資

産
は
、
土
地
・
家
屋
以
外
で
、

会
社
や
個
人
が
事
業
の
た
め

に
所
有
す
る
資
産
で
す
。

　

ま
た
、「
令
和
２
年
度
償

却
資
産
申
告
書
」
を
提
出
し

た
方
に
は
、
令
和
３
年
度
申

告
用
の
償
却
資
産
申
告
書
を

送
付
し
ま
す
。

　

申
告
書
が
届
か
な
い
方
、

新
た
に
事
業
を
開
始
し
た
方

な
ど
、
申
告
書
が
必
要
な
方

は
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

※
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

｟
記
事
ID
…
１
０
２
３
｠
参

照
　

併
せ
て
３
年
２
月
１
日
ま

で
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
に
対

応
し
た
固
定
資
産
税
の
特
例

申
告
を
受
け
付
け
ま
す
。

※
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

｟
記
事
ID
…
２
５
０
６
７
｠

参
照

不
動
産
賃
貸
業
の
方
へ

　

土
地
・
家
屋
の
課
税
対
象

と
は
別
に
、
共
同
住
宅
の
外

構
工
事
や
植
え
込
み
工
事
な

ど
は
、
事
業
用
資
産
と
し
て

申
告
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

詳
細
は
、
申
告
書
に
同
封

の
「
令
和
３
年
度
固
定
資
産

税
｟
償
却
資
産
｠
申
告
の
手

引
き
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ　

資
産
税
課
家

屋
係

令和２年度上半期予算執行状況

モーターボート競走事業の財政状況

　市のモーターボート競走事業は、昭和２９年、当時の財政事情から自主財

源を確保するために始められ、令和元年度までに総額１,８１２億円余を一

般会計、国民健康保険会計、下水道事業会計、病院事業会計などに繰り出す

ことで、教育や福祉の増進、都市基盤の整備などに寄与してきました。

　元年度のボートレース多摩川開催分の売り上げは、前年度比２３．９％増

の４８２億円余となりました。また、受託事業の売り上げは、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響で外向発売所「ウェイキーパーク多摩川」による

発売日数が減少したことにより、前年度比５．

３％減の１２８億円余となりました。この結果、

１２億円を一般会計に繰り出しました。

　引き続き、売り上げの向上を図り、さらなる

繰出金の増に向けて取り組んでいきます。

問い合わせ　事業部管理課☎０４２－３６９－１８１１

健全化判断比率

項目 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 ― １１．９９％ ２０．００％

連結実質赤字比率 ― １６．９９％ ３０．００％

実質公債費比率 ２．７％ ２５．０％ ３５．０％

将来負担比率 ― ３５０．０％

※ 実質赤字額、連結実質赤字額がない場合、将来負担比率がマイナスの場合、「―」と表示して
います。

資金不足比率

特別会計 資金不足比率 ※ 資金不足額がない場合は、「―」と表示して
います。

※ 資金不足比率は、事業規模に対する公営企
業の資金不足額の割合です。

下水道事業 ―

モーターボート競走事業 ―

病院事業 ―

基金（貯金）の現在高

令和元年度末の現在高 市民１人あたりの現在高

７９億１，１５２万円 ６．０万円（６．０万円）※（　）内は平成３０年度

市債（借入金）

区分 元年度末の現在高 市民１人あたりの現在高

一般会計 ３３６億３，００６万円

４２．２万円
（４３．１万円）

※（　）内は３０年度

下水道事業特別会計 １７１億４，８７０万円

モーターボート競走事業会計 １億６，７５１万円

病院事業会計 ４９億９，６０５万円

合計 ５５９億４，２３２万円

基金と市債の状況令和元年度健全化判断比率・資金不足比率

　市は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率およ

び資金不足比率を算定し、監査委員の審査を経て、市議会に報告し、市民の皆さんに公

表しています。健全化判断比率、資金不足比率が一定の基準以上となった場合は、財政

健全化計画等の策定と改善努力が義務付けられています。

　令和元年度決算に基づく各比率の算定結果は、下表のとおりすべて基準を下回ってお

り、市の財政運営が健全であることを示しています。

用語解説　いずれも標準財政規模（市の一般的な歳入規模）に占める割合です。

▽実質赤字比率…一般会計等を対象とした実質赤字額の割合

▽連結実質赤字比率…全会計を対象とした実質赤字額の割合

▽実質公債費比率…一般会計等で借りた地方債の償還金などの割合（過去３か年の平均値）

▽将来負担比率…一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の割合

▽早期健全化基準…基準値を超えると、財政の早期健全化のための計画を定め、改善に向けた取

り組みが必要となります。

▽財政再生基準…基準値を超えると、国の関与等により、財政の再建に取り組むこととなります。

196 億 2,667 万円
113 億 9,002 万円

337 億 3,514 万円

198 億 2,695 万円
24 億 6,939 万円
35 億 7,016 万円

11 億 9,338 万円
5億 3,568 万円

29 億 8,301 万円
0万円

39 億 930 万円
20 億 3,901 万円

16 億 332 万円
44 億 98 万円

241 億 9,514 万円
392 億 6,401 万円

37 億 3,807 万円
19 億 5,952 万円

70 億 7,531 万円

20 億 831 万円

53 億 3,238 万円
20 億 2,566 万円

55 億 2,454 万円
21 億 3,528 万円

30 億 3,281 万円
13 億 7,346 万円

54 億 5,152 万円

23 億 5,037 万円

歳入

一般会計

歳入（収入済額３７８億６，４３７万円・収入率５４．５％）　主な財源である市税の収入率は、５８．０％（前年度５６．４％）で、前年度同期と比較すると１．６

ポイント上回り、交付金等を含む一般会計全体においては、５４．５％（前年度４３．７％）で、前年度同期と比較すると、１０．８ポイント上回っています ｡

歳出（支出済額３６０億４，７７４万円・執行率５１．９％）　障害者、高齢者、子育て支援などのための民生費や、ごみ処理、保健衛生等のための衛生費など、

一般会計全体の執行率は５１．９％（前年度４１．１％）で、　前年度同期と比較すると、１０．８ポイント上回っています ｡

国 ･都支出金

地方交付税

繰入金

市債

各種交付金

その他

民生費

衛生費

教育費

土木費

総務費

公債費

その他

特別会計

区分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

国民健康保険 １４３億５，５６８万円 ５５億３，７６５万円 ３８．６％ ４９億２７１万円 ３４．２％

後期高齢者医療 ３２億７，５３４万円 １４億５，０２０万円 ４４．３％ １０億８，５１１万円 ３３．１％

介護保険 １０３億２,０４９万円 ４２億９，５６２万円 ４１．６％ ４０億９，２５８万円 ３９．７％

下水道事業会計（企業会計）

区分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

収益的収支 ４２億６，７１６万円 ２６億５,１８５万円 ６２．１％ ２２億３，３８２万円 ５２．３％

資本的収入 ９億７，３９８万円 ４０９万円 ０．４％ ― ―

資本的支出 ２２億７，６２２万円 ― ― ８億７，４３４万円 ３８．４％

モーターボート競走事業会計（企業会計）

区分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

収益的収支 ５１１億６，７７６万円 ３５８億９３７万円 ７０．０％ ３３４億３，４１３万円 ６５．３％

資本的収入 ０万円 ０万円 ０．０％ ― ―

資本的支出 １億３,８０８万円 ― ― ６，４０５万円 ４６．４％

病院事業会計（企業会計）

区分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

収益的収入 １７７億４，８０４万円 ７６億６，２６５万円 ４３．２％ ― ―

収益的支出 １８５億　　５２万円 ― ― ９０億５，８７６万円 ４９．０％

資本的収入 １３億４，６１２万円 １億４，６１４万円 １０．９％ ― ―

資本的支出 ２９億５，５６２万円 ― ― ７億４，２９８万円 ２５．１％
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